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【１.基本情報】

元 ８

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(令和４年度事業評価用)

令和４年度決算額（千円）

97,614

0

8,190正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

0
令和３年度決算額（千円）

0

0

8,268

0

8,140252

0

260252

0

247,682

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

8,140

12,980 176,875

補助金

0

12,980 176,875

00

247,682

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

8,190

1740080

00 0

260

0

001番号

土地区画整理法、立地適正化計画

0 0

8,268252252

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

地域の住民が主体となって実施する本事業は、公共施設と良好な宅地を計画的かつ一体的に
整備する公共性の高い事業である。地域主導のまちづくりを着実に進めるため、技術的援助を
行うとともに補助金（国、県、市）を交付し、官民一体で事業を推進する。

人日（人）

土地区画整理事業補助金（道路事業、市街地整備事業）（国、県、市）

①道路事業は補助対象事業費の1/2を国、1/4を県、1/4を市が補助する。
②市街地整備事業は補助対象事業費の1/3を国、2/3を市が補助する。

事 業 名

担当部名 都市建設部 担当課名

誰に

鷺山中洙土地区画整理事業

区画整理課

実施方法 団体事業補助金

岐阜市鷺山中洙土地区画整理組合

開始・終了年度

鷺山中洙地区において土地区画整理事業を実施することにより、道路や公園などの公共施設と
良好な宅地を計画的かつ一体的に整備し、安全・安心で利便性が向上した快適なまちづくりの
実現を図る。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜市鷺山中洙土地区画整理組合

令和

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

22,580

12,980 176,875

0

収入内訳

計（D）=B+C

21,170

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

247,682

16,844

185,015

42,056
令和４年度決算額（千円）

255,950

0

0
93,700

98,899

213,894
0

4,326

86,116

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

4,326

69,822
16,294



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

安全・安心で利便性が向上した快適なまちづくりを実現するために、都
市計画事業として実施する土地区画整理事業である。本土地区画整
理事業は権利者からなる組合が補助金の受益者であり、組合も事業費
の一部を負担しているため、公平性が確保される。

目標値 - - -
実績値 - - -

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ― ― ―

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

本事業は、市街化区域内において公共交通の利便性が高いにも関わ
らず、これまで面的な基盤整備が行われてこなかった地域を、公共施
設と良好な宅地を計画的かつ一体的に整備し、安全・安心で快適なま
ちづくりを実現するための事業である。さらには、岐阜市立地適正化計
画に位置付けられている「居住誘導区域」を施行区域に含むなど、「コ
ンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方で居住や生活利便施設がまと
まって立地するように緩やかに誘導しながら、公共交通と連携した持続
可能なまちづくりを推進できる事業であるため、今後も継続して実施す
る。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

本事業は、事業完了後に事業効果が発現するものである。これまでに
完了した土地区画整理事業実施地区においては、路線価の上昇や施
行地区内の居住人口が増加するなど、事業後の地区の活性化が顕著
に確認できる。

本事業区域は、岐阜市立地適正化計画における「居住誘導区域」に
設定されており、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方で、居住や
生活利便施設がまとまって立地するよう緩やかに誘導しながら、公共
交通と連携した持続可能なまちづくりを推進できる事業である。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高

本事業は、事業完了後に事業効果が発現するものである。これまでに
完了した土地区画整理事業実施地区においては、都市計画道路や公
園等の公共施設と併せて、良好な宅地が整備されており、地区内居住
人口が増えるなど、安全・安心で利便性の高い快適なまちづくりが実
現している。

本事業は、土地区画整理法に基づき実施される組合施行による土地区画整理事業に対する
補助金である。道路、水路などの公共施設と良好な宅地を計画的かつ一体的に整備すること
により、安全・安心で利便性が向上した快適なまちづくりを実現する事業である。

本事業は、社会資本整備総合交付金要綱に基づく補助事業であり、
国、県の補助に市の補助を加え、一括して事業者に対して助成するも
のである。

成果指標名 住環境の向上 単位 －
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 4 10 24
実績値 1 8 17

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 0 0 0

活動指標名 事業進捗 単位 ％

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 権利者、住民、公共施設利用者 権利者、住民、公共施設利用者 権利者、住民、公共施設利用者

受益者数 - - -



＿
【１.基本情報】

３６

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(令和４年度事業評価用)

令和４年度決算額（千円）

0

0

4正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

0
令和３年度決算額（千円）

0

0

4

0

40.1

0

0.10.1

0

128

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

4

128 128

補助金

0

128 128

00

128

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

4

1740080

00 0

0

0

002番号

―

0 0

400

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

職員の研修会等への参加
会員の自治体職員間の情報共有

人日（人）

研修会の開催、会員自治体職員間の情報共有の機会

都市建設部職員（77名）

事 業 名

担当部名 都市建設部 担当課名

誰に

（公社）岐阜県都市整備協会負担金

区画整理課

実施方法 加入団体負担金

都市建設部職員

開始・終了年度

土地区画整理事業等に携わる職員の資質向上

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

補助等 補助等の種類 実施主体 公益社団法人　岐阜県都市整備協会

昭和

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

128 128

0

収入内訳

計（D）=B+C

132

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

128

132

132

132
令和４年度決算額（千円）

132

0

0
0

132

0
0

0

0

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

関係職員が本協会が開催する研修等に参加しており、受益者負担は
適正である。

目標値 10 50 150
実績値 0 89 174

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ○（達成） ○（達成）

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

協会が開催する研修等を通じて専門知識を習得できるとともに、会員
の自治体職員間の情報共有も図れることは有益であるため、本協会へ
の加盟を継続する。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

他団体が主催する研修に参加する場合にも、本協会から参加費に対
する助成があり、費用負担の軽減が図れる。

東京で開催される研修に参加しなくても、本協会が市内で開催する研
修に参加することで、国の動向などの最新情報が得られるので効率的
である。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高
職員の知識の習得や、会員自治体職員間の情報共有により、職員の
資質が向上し、期待した効果が得られる。

多様化かつ複雑化する市民ニーズに的確に応えるためには、職員の資質向
上が欠かせない。そのためには、研修等による専門知識の習得が必要であ
る。

本協会に加盟することにより、協会が開催する研修等を通じて専門知
識を習得できるとともに、会員の自治体職員間の情報共有も図れる。

成果指標名 研修会等の参加人数 単位 人
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 3 3 2
実績値 0 1 2

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 1,862 1,716 1,716

活動指標名 研修会等の開催回数 単位 回

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 都市建設部職員 都市建設部職員 都市建設部職員
受益者数 71 77 77


